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■提出書類（規則第10条の23、天草市全体計画認定要綱第４条第１項）

全体計画認定の申請にあたっての提出書類は、次の表に掲げるとおりです。

（既存部分と増築部分をエキスパンションジョイントで構造上分離する場合を想定した例を示しています。）

図書省略認定
制度（※１）
　適用時

① 規則第１条の３第１項表１各項に掲げる図書 付近見取図

配置図

各階平面図

床面積求積図

２面以上の立面図

２面以上の断面図

地盤面算定表

基礎伏図

各階床伏図

小屋伏図

構造詳細図

② (1)表２
適用される単体・集団規定に
応じた必要図書

○

(2)表３ 構造関係図書

(3)表４ 大臣認定書 ○

③ 士法　第４号の２様式 ○
該当する場合のみ

④ ○
該当する場合のみ

⑤ 図書省略認定書及び指定書の写し H20.4.17国住指第224-1号 ○

⑦ 確認済証及び検査済証の各写し（又は既存建築物の現況に関する資料） ○ ○

⑧ 既存不適格調書 （市要綱）様式第３号 ○ ○

⑨ 耐震診断を評価した図書（※３）の写し及び耐震診断の結果を示す図書の写し ○
該当する場合のみ

○
該当する場合のみ

⑩ 既存不適格部分の改修工事計画書（工区ごとに作成）（市要綱）様式第４号 ○ ○

⑪ 全体計画認定申請書 法　第67号の３様式

⑫ 認定申請理由書 （市要綱）様式第２号

⑬ 全体計画概要書 法　第67号の４様式

⑭ 工事計画工程表 任意様式

※１図書省略認定制度を適用するためには、次のいずれの条件も満たすことが必要です。
１　既存部分と増築部分をエキスパンションジョイント等で構造上分離すること
２　既存部分が昭和56年6月1日時点の法20条の規定に適合すること又は耐震診断基準を満たすこと

※２法第18条の2第1項の規定により知事が指定した構造計算適合性判定機関が発行したものをいいます。
１　（一財）熊本県構造評価センター（判定面積10,000㎡以内の建築物（限界耐力計算等以外）が対象。）
２　（一財）日本建築センター（判定面積10,000㎡を超える建築物及び限界耐力計算等による建築物が対象。）

※３

１　S56.5月以前に着工された建築物の場合　

２　S56.6月以降に着工された建築物の場合　

なお、法第6条第4号物件については、耐震診断を評価した図書は要しません。

構造計算によって建築物の安全性を確かめた旨の証明書の写し

（ろ）

増築部分

構造計算適合性判定結果通知書（※２）の写し

既存部分

○

○

○

○

○

○

共
通

規則第１条の３第１項第一号ロ（１）から（３）に
定める図書

建築物の耐震改修の促進に関する法律第８条第３項に規定する耐震改修の計画の認定を行うために耐震改修計画の評価を適切に行うこと
ができる機関として所管行政庁が指定したものをいいます。

○

図書

部
分
別

（は）

耐震評価機関又は複数の学識者を含む審査委員を設置し耐震診断及び耐震改修計画の評価
を適切に行うことができる一般社団法人等が発行する、当該耐震診断を評価した図書

耐震改修促進法第８条の認定を円滑に行うために所管行政庁が指定又は設置する機関（以下
「耐震評価機関」という。）が発行する、当該耐震診断を評価した図書

○

（い）

○


